
,534 △55,928

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度
 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初要求額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２４年度  一般会計 予算見積 事業別概要書（当初）
3. 民生費 5. 保育所入所委託事業

3. 児童福祉費

4. 保育園費 子育て支援課

（佐倉市）　　

0

平成24年度 0

経常 補助 806,265 △818 0
平成25年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

国庫支出金 県支出金

615,841 805,447 208,600 271,494 135,747 189,606

　児童福祉施設の最低基準を維持するため、国で定めら 　保育に欠ける児童を保育園で保育することにより、心 　民間保育園の適正な運営を支援することにより、児童

れた保育単価に基づき、市内民間保育園及び管外委託の保育園に運営費 身共に健やかに育成し、児童福祉の増進を図る。 の健全育成につながる。

を支出する。

　来年度の保育単価の金額設定が当初予算要求時 　 　新規民間保育園（1園）の開園が予定されてお

には決定していないため、予算要求時の保育単価で計算している。この り、入園児童数の増により、支弁額の増加が見込まれる。

ため、保育単価が来年度大きく変動した場合の対応が課題である。　

分担金及び負担金

13 805,447 806,265 △818 12 01 01 03 01 01 保育料現年度分 208,600 205,461 3,139

14 01 01 06 03 00 保育所運営費負担金 271,494 236,847 34,647

15 01 01 06 03 00 保育所運営費負担金 135,747 118,423 17,324

差引一般財源 189,606 245


